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定款の一部変更に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、定款の一部変更について、平成 29年 6月 27日開催予定

の第 45回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

1. 変更の理由 

（1）当社の今後の事業展開に備えるため、現行定款第２条（目的）に事業目的を追加・変更するもの

であります。 

（3）上記の変更に伴い、従来の号数の変更を行うものであります。 

 

 

2. 日程 

（1）定款変更のための株主総会開催日   平成 29年６月 27日 

（2）定款変更の効力発生日        平成 29年６月 27日 

 



 

 

 

3. 定款変更の内容 

    変更の内容は次のとおりであります。             （下線は変更部分） 

現 行 定 款 変 更 案 

第１章 総則 

 

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。 

１．医療、介護、保育等の人材育成のための教

育事業 

２．語学スクールの経営 

 

３．書籍、教材の出版、企画、制作および販売 

事業 

４．語学に関する書籍、教材、ソフトウェアの

企画・制作、出版および販売事業 

５．商品、講座および教育システムの市場調査 

ならびに開発 

６．医療機関等における受付、病歴管理、医療

費請求事務等の受託事業 

７．コンピューターによる情報処理および情報 

提供ならびに操作指導等に関する事業 

８．コンピューターシステムおよびコンピュー

ターソフトウェアの運用、保守、開発なら

びに販売事業 

９．音声認識システムを使用した帳票作成サー

ビス事業 

10．医療機関運営に係わるコンサルティング事   

  業 

11．労働者派遣に係わる事業 

12．医療機関等における病棟事務および病棟作

業の受託事業 

13．医療機関等における高度管理医療機器の保

守点検、整備、修理、保管管理業務および

医療用器材の物品管理、消毒、滅菌業務の

受託事業 

14．産前・産後ケア事業 

15．産前・産後ケア事業の運営・研修に係わる

コンサルティング事業 

16．民間資金等の活用による公共施設等の整備 

等の促進に関する法律（ＰＦＩ法）に基づ

く公共施設等の整備および運営に関する事

業 

第１章 総則 

 

（目的） 

第２条   （現行どおり） 

 

１．     （現行どおり） 

 

２．語学スクールの経営および語学に関する教

育事業    

３．     （現行どおり） 

 

４.     （現行どおり） 

 

５．    （現行どおり） 

 

６．    （現行どおり） 

 

７．    （現行どおり） 

  

８.         （現行どおり） 

  

 

９．    （現行どおり） 

 

10．    （現行どおり） 

 

11.     （現行どおり） 

12.     （現行どおり） 

 

13.     （現行どおり） 

 

 

 

14.     （現行どおり） 

15.     （現行どおり） 

 

16.     （現行どおり） 

 

 

 



 

 

 

 

現 行 定 款 変 更 案 

17．食料品、清涼飲料水、衣料品、日用雑貨、

医薬品、医薬部外品、保育用品、育児用品、

住宅設備機器、厨房機器の販売、宅配およ

び医療用器材、医療機器類、福祉用具、介

護用品、医療用品、衛生用品、リハビリテ

ーション機器、運動機器、運動用具の販売、

宅配、レンタルならびに輸出入事業 

18．薬局の経営および経営に係わるコンサルテ

ィング事業 

19．園芸花卉、種苗の研究開発、栽培、販売事

業 

20．給食事業および配食サービス事業 

21．健康保険法に基づく訪問看護 

22．（1）介護保険法に基づく指定居宅介護支援

事業 

（2）介護保険法に基づく次の居宅サービス

事業 

    ①訪問介護 

    ②訪問入浴介護 

    ③訪問看護 

    ④通所介護 

    ⑤短期入所生活介護 

    ⑥特定施設入居者生活介護 

    ⑦福祉用具貸与 

    ⑧特定福祉用具販売 

    ⑨居宅療養管理指導 

  (3) 介護保険法に基づく地域密着型サービ

ス事業 

①夜間対応型訪問介護 

②認知症対応型通所介護 

③小規模多機能型居宅介護 

④認知症対応型共同生活介護 

⑤地域密着型特定施設入居者生活介  

 護 

⑥看護小規模多機能型居宅介護 

⑦定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

(4) 介護保険法に基づく介護予防サービス

事業 

 ①介護予防訪問介護 

②介護予防訪問入浴介護 

③介護予防訪問看護 

17.     （現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

18.     （現行どおり） 

 

19.     （現行どおり） 

 

20.     （現行どおり） 

21.     （現行どおり） 

22.（1）    （現行どおり） 

  

（2）    （現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  （3）  （現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)   （現行どおり） 



 

 

 

 

現 行 定 款 変 更 案 

④介護予防通所介護 

⑤介護予防短期入所生活介護 

⑥介護予防特定施設入居者生活介護 

⑦介護予防福祉用具貸与 

⑧特定介護予防福祉用具販売 

⑨介護予防居宅療養管理指導 

(5) 介護保険法に基づく介護予防支援事業 

 

(6) 介護保険法に基づく地域密着型介護予防

サービス事業 

①介護予防認知症対応型通所介護 

②介護予防小規模多機能型居宅介護 

③介護予防認知症対応型共同生活介護 

(7) 介護保険法に基づく地域支援事業 

(8) 居宅介護住宅改修事業 

(9) 上記の事業を行う施設の運営および開発

管理業務 

23．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく相談支援事業 

24．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく移動支援事業 

25．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づくその他地域生

活支援事業 

26．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく障害福祉サー

ビス事業 

27．高齢者の身体機能の低下を予防するための

自立支援事業 

28．障害者・高齢者等への介助活動 

29．介護保険法適用外での居宅介護サービス事

業 

30．有料老人ホーム事業、ケアハウス事業、高

齢者用住宅事業 

31．上記の事業を行う施設の運営および開発・

管理業務 

32．介護事業の運営・研修に係わるコンサルテ 

ィング事業 

33．ヘルスケア事業の運営・研修に係わるコン 

  サルティング事業 

34．有料職業紹介業 

 

 

 

 

 

 

(5）介護保険法に基づく介護予防・日常生 

    活支援総合事業 

(6)     （現行どおり） 

 

 

 

 

(7)     （現行どおり） 

(8)     （現行どおり） 

(9)        （現行どおり） 

  

23．     （現行どおり） 

 

24．     （現行どおり） 

 

25．     （現行どおり） 

 

 

26．     （現行どおり） 

 

 

27．         （現行どおり） 

 

28．     （現行どおり） 

29．     （現行どおり） 

 

30．     （現行どおり） 

 

31．     （現行どおり） 

 

32．     （現行どおり） 

 

33．     （現行どおり） 

 

34．     （現行どおり） 



 

 

 

 

現 行 定 款 変 更 案 

35．物品購入 

36．生活支援サービスおよび自費介護事業 

37．児童福祉法、社会福祉法、子ども・子育て

支援法、その他関係法令に基づく子ども・

子育て事業の運営 

  （1）認可保育所の運営 

（2）小規模保育事業 

（3）家庭的保育事業 

（4）事業所内保育事業 

（5）事業所内保育所の運営 

（6）病院内保育所の運営 

（7）居宅訪問型保育事業 

（8）放課後児童クラブの運営 

（9）児童健全育成事業 

（10）上記以外に関する子育て支援拠点の 

運営 

38．上記の事業を行う施設の運営および開発管

理業務 

39．ベビーシッター派遣に係わる事業 

40．保育事業の運営・研修に係わるコンサルテ

ィング事業 

41．保育事業に係る子育て関連商品の販売事業 

42．一般建築工事業 

43．古物の売買業 

44．寝具類の販売およびレンタルならびに乾燥

消毒業 

45．広告代理業 

46．受付、案内等の業務処理サービスの受託 

47．健康診断受診事務の取次、斡旋 

48．通信販売業務 

49．福祉用具、介護用品の研究開発および製造 

業 

50．旅館業 

51．飲食店業 

52．旅行業  

53．留学に関するコンサルティング、留学先の 

提供・紹介および留学手続の代行事業 

54．観光施設の運営管理 

55．損害保険の代理業 

56．介助犬・セラピー犬等に係わる事業および

普及活動 

35．     （現行どおり） 

36．     （現行どおり） 

37．         （現行どおり） 

 

 

（1）  （現行どおり） 

（2）  （現行どおり） 

（3）  （現行どおり） 

（4）  （現行どおり） 

（5）  （現行どおり） 

（6）  （現行どおり） 

（7）  （現行どおり） 

（8）  （現行どおり） 

（9）  （現行どおり） 

（10）  （現行どおり） 

 

38．          （現行どおり） 

 

39．     （現行どおり）  

40．      （現行どおり） 

 

41．          （現行どおり）     

42．     （現行どおり）  

43．      （現行どおり） 

44．      （現行どおり） 

 

45．      （現行どおり） 

46．      （現行どおり） 

47．      （現行どおり） 

48．      （現行どおり） 

49．      （現行どおり） 

 

50．      （現行どおり） 

51．      （現行どおり） 

52．      （現行どおり） 

53．      （現行どおり） 

 

54．      （現行どおり） 

55．      （現行どおり） 

56．      （現行どおり） 

 



 

 

 

 

現 行 定 款 変 更 案 

57．上記の事業を行う施設の運営および開発管

理業務 

58．ペット犬の飼育・販売に係わる事業 

59．ペット用品の企画・製作・販売に係わる事 

業 

60．フランチャイズ事業 

61．フランチャイズシステムによる加盟店募集

および加盟店の経営指導 

62．Ｗｅｂサイト制作事業 

63．各種通知業務 

64．コールセンター業務 

65．電気通信を利用した次のサービス事業 

(1)高齢者の見守り支援事業 

(2)高齢者の生活支援サービス事業 

66．酒類の販売業 

67．福祉用具・介護用品・その他物品の販売に

関するコンサルティング業務 

68．セラピー犬の輸出入事業 

69．家政事業に関するコンサルティング業務 

70．産前・産後ケア講座の開発・運営および産

前・産後ケアサービス事業 

71．医療機関等における外国人対応に関わるサ

ービス事業   

72．インターネットを利用した語学スクールの

経営 

73．介護施設、保育施設の設計建築に係るコン

サルティング事業 

           （新    設） 

 

       （新    設） 

（新    設） 

 

 

（新    設） 

 

 

74．以上、前各号に附帯関連する一切の業務 

57．      （現行どおり） 

 

58．      （現行どおり） 

59．      （現行どおり） 

 

60．      （現行どおり） 

61．      （現行どおり） 

 

62．      （現行どおり） 

63．      （現行どおり） 

64．      （現行どおり） 

65．      （現行どおり） 

（1）   （現行どおり） 

（2）   （現行どおり） 

66．      （現行どおり） 

67．      （現行どおり） 

 

68．      （現行どおり） 

69．      （現行どおり） 

70．      （現行どおり） 

 

71．     （現行どおり） 

   

72．     （現行どおり） 

 

73．     （現行どおり） 

     

74．ペットに関するケア事業およびペット預か

り事業 

75．能力開発のための教育事業 

76．外国人の技能実習の適正な実施及び技能実

習生の保護に関する法律に基づく外国人

技能実習生実習実施事業 

77．国家戦略特別区域法に基づく家事支援外

国人受入事業 

 

78．     （現行どおり） 

 

 

以上 


